
（別紙）

神戸市公共建築工事共通費積算基準等の改定に伴う
RIBC２内訳書作成システム操作変更点及び留意事項
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適用：令和9年4月1日以降に公告する工事

令和8年１０月１日
神戸市建築技術管理委員会

神戸市職員及び
業務委託受注者用

本資料は、新積算基準適用時における各種設定の確認漏れを防止するためのものである。
設定誤りを防ぐため、内容を省略せず、必ず手順どおりに操作を行うこと。
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手順０．適用単価の設定

令和8年９月版以前の標準単価（旧積算基準にて算定した単価）を適用した内訳ファイルを使用する場合

◆新基準単価へ入替を行うこと。
標準単価再設定時には、単価改定により自動で更新されない単価が存在する可能性がる。
◆単価の再設定が適正に行えたか、必ず確認すること。
⇒操作方法の詳細は、
『RIBC2内訳書作成システム操作概要神戸市版第16版 13 標準単価の入替』を参照。

 新積算基準版（諸経費率を採用）の標準単価（以下「新基準単価」という。）を適用する。
※週休2日の単価補正は廃止されるため、提供する単価は２種類

タイトル 令和8年11月標準単価（新営・無人）/R9.4適用版

備考表示 0811新営無人/0904版

タイトル 令和8年11月標準単価（執務並行）/R9.4適用版

備考表示 0811執務並行/0904版

＜RIBC2内訳ファイル内表示＞

単価ファイル名（令和８年１１月単価の場合）
『B標準単価（新営・無人）_202611_R9.4適用版』
『B標準単価（執務並行改修）_202611_R9.4適用版』



③ 共通費基準のドロップダウンメニューから
「公共建築工事共通費積算基準(令和8年改定)」を選択する。

②

②「ファイル」タブをクリックし、「プロパティ」を選択する

③

④

④「OK」をクリックする。
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①ファイルを開き、 「新基準単価」を設定する。（手順０ 参照）

手順１．共通費基準の設定



⑤ 右のメッセージが表示される。
※初回は表示内容を確認し、理解すること。

⑦ 右のメッセージが表示される。
※初回は表示内容を確認し、理解すること。

⑥
⑥「OK」をクリックする。

⑤

⑦

⑧「OK」をクリックする。

⑧ 4



①『区分』を選択する。
初期値が[未設定]になっているため、選択する区分のルール（次頁）を参照の上設定する。
(※[未設定]は、[材料、消耗材料費等と労務費等の内訳]算定時「上記以外」に集計される。)
②『備考』2行目に、材工共／材のみ／工のみ（材工費／材料費／工費 でも可）を入力する。

5

① ②

（備考欄記載例）

手順２．見積り・刊行物等の登録時の留意事項（※入力ルール）

 見積り・刊行物単価

※原則は、区分「材料」は率対象、「施工」は率対象としない。（例外有）
次頁 ３ の設定に留意すること。



労材

区分

率対象

選択

率対象

表示記号

乗率

入力値

労務費

(施工手間)
労務 諸経費(労) ● 0.47

労材区分は固定。率対象の選択不要。

※乗率の入力は必要

材工費 施工 諸経費率を乗じない 空欄 労材区分は固定。率対象の選択不要。

仮設材、

建設機械等賃料
施工 諸経費率を乗じない 空欄 労材区分は固定。率対象の選択不要。

共通仮設積上げの

クレーン
施工 諸経費率を乗じない 空欄 労材区分は固定。率対象の選択不要。

材料費 材料 諸経費率を乗じない
○→空欄

に変更
労材区分は固定。率対象は『諸経費を乗じない』に変更する。

材料費 材料 諸経費(労以外) ○ 0.11
労材区分は固定。率対象の選択不要。

※乗率の入力は必要

新営工事の

鉄筋、コンクリート
材料 諸経費率を乗じない

○→空欄

に変更
労材区分は固定。率対象は『諸経費を乗じない』に変更する。

刊行物、カタログ等、見積り
新営工事の

鉄筋、コンクリート
材料 諸経費率を乗じない 空欄

材料の例外。

率対象は『諸経費を乗じない』に変更する。

材料費 材料 諸経費(労以外) ○ 0.11

仮設材、

建設機械等賃料
材料 諸経費(労以外) ○ 0.11

刊行物
共通仮設積上げの

クレーン
材料 諸経費率を乗じない 空欄

材料の例外。

率対象は『諸経費を乗じない』に変更する。

その他副資材等 材料費 材料 諸経費(労以外) ○ 0.11

刊行物※1、カタログ等、見積り※2 材工費 施工 諸経費率を乗じない 空欄
※1物価資料に掲載の手間は専門工事業者等の諸経費を含む

※2見積り価格に専門工事業者等の諸経費を含む場合

見積り※2
労務費

(施工手間)
労務 諸経費(労) ● 0.47 ※1見積り価格に専門工事業者等の諸経費を含まない場合のみ適用

見積り 経費 経費 諸経費率を乗じない 空欄 見積価格の経費

　　RIBCでの取り扱い

神戸市建築工事標準単価

※1見積り価格に専門工事業者等の諸経費を含まない場合のみ適用刊行物、カタログ等、見積り※1

主要資材・建設副産物所処分単価

単価種別単価根拠 補足

 代価表内訳で使用する単価は、（表１）の区分のとおり設定する。

（RIBCシステム表示）
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（表１）

手順３－１．代価表内訳の設定方法 （※建築工事設定ルール）

※見積り ： 見積り価格に専門業者の諸経費が含まれている場合、諸経費の率は乗じない。

１２３ ←数字は設定する順序

操作不要部

基本事項



7

 『労材』区分と率対象区分の組合せにより自動生成される『諸経費』の区分

※「労材」と「率対象」の区分に応じて、上記の組合せを使用する

※代価表内の数式にて算定している次の名称は、[材料]が自動設定される。
雑材料、雑材料等、雑費、修理費、接合材、付属金物、器材費、異形継手、継手、継手·接合材等、
接合材等、支持金物、附属品、消耗品·雑材料、補助材、補助材(構成材)、付属品、運搬費

システム設定

労材区分 率対象区分
率対象

表示記号

労材区分に連動

する諸経費
乗率 備考

ドロップダウン

選択

ドロップダウン

選択

操作不可
(労材・率対象の組

合せにより決定）

操作不可
(率対象記号に応じて自動生成）

数値入力

労務 諸経費率を乗じる ● 諸経費（労） 0.47

材料 諸経費率を乗じる ○ 諸経費（労以外） 0.11

材料 諸経費率を乗じない 空欄

施工 諸経費率を乗じる ◎ 諸経費（他） 使用しない

施工 諸経費率を乗じない 空欄

手順３－２．代価表内訳の設定方法 （※RIBC2システムにおける『労材』区分と『率対象』の組合せ）

※単位が「人」の場合は、区分[労務]が自動設定される。（標準単価以外は自動で率対象にはならない）
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※代価表内訳のチェックを行う

１．代価表内訳の構成（内訳項目、数量等）を確認する。
２．積算基準改定に伴い、設定が必要になった部分を確認する。
確認事項：労材の区分、率対象か否か ※(表１)参照
⇒具体的な確認方法は次頁から

・代価の中の代価は『率対象』を空欄とする。
・諸経費（労）、諸経費（労以外）の乗率は、
５． 『諸経費(労)』 『諸経費(労以外)』の
『乗率』を設定するで一括入力する。

←代価表の中の代価空欄

←標準単価の
労務単価は
●が自動生成

←内訳で●や○
を設定すれば
自動生成

（この場合代価表0214で諸経費設定済）

←

↑「乗率」の設定は
一括入力操作にて行う

手順３－３．代価表内訳の設定確認
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３．ソート機能を使用してチェックする
①『備考』で『見積・刊行物等』を選択し
当該工事で作成した単価のみを表示する。

４．『労材』で次の①～④の順にソートを行い
各単価の区分の登録や選択されている区分の確認を行う。

①－１ 『未設定』を選択する。
見積り・刊行物単価登録時に『区分』を選択していない場合、『労材』が『未設定』になっている。

①－１

以下の操作は、代価表内訳のチェック（構成、歩掛の設定等）後の作業です。
あくまで、RIBC2での設定の確認であり、内訳書のチェックを行う操作ではないことに留意ください。

手順３－３．代価表内訳の設定確認 見積・刊行物単価
を抽出してチェック

労材のソート項目

３-①

①

４．①～④で適用

①－2 各単価について（表１）の区分のとおり選択する。

①－2
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（参考） 標準単価の労務単価は、自動で率対象『●』が表示される。変更はできない。

４．『労材』でソート（つづき）

②－１ 『労務』を選択する。
『労務』の区分で間違いないか確認する。

②－２ 間違いがなければ、『率対象』欄が空欄の場合、右クリックし、『諸経費』、『率を乗じる』を選択する。

労務は必ず
率を乗じる

②－１

②－２
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③－１ 『材料』を選択する。
『材料』の区分で間違いないか確認する。

③－2 『率対象』欄が空欄セルを右クリックし、『諸経費』、『率を乗じる』を選択する。

＜材料の例外＞
新営工事における 鉄筋、コンクリート
共通仮設積上げで計上する クレーンは、率対象外
⇒『率対象』で『諸経費』、『率を乗じない』を選択し『空欄』にする。

③－１

③－２

４．『労材』でソート（つづき）
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④－１ 『施工』を選択する。
『施工』の区分で間違いないか確認する。

④－2 率対象欄が空欄になっていることを確認する。

⑤ ソートの解除
⑤－１ 『労材』 『すべて』を選択
⑤－２ 『見積り・刊行物等』 『すべて』を選択し、代価表内訳全てを表示する。

４．『労材』でソート（つづき）

刊行物・カタログ等の仮設材賃料、建設機械賃料は、 『率を乗じる』ため
『区分』を『材料』で登録し、『率対象』で『諸経費』、『率を乗じる』を
選択し『○』にする。（表１）参照

④－１

④－２

⑤－１

⑤－２
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５．標準単価の 『鉄筋』、『コンクリート』の『率対象』をチェックする

① 『備考』で『標準単価ファイル』を選択、『フィルタ』で『主要資材単価』のみチェック、備考表示は全てにチェックする。

設定しなければ初期値は『○』（誤り）のため、
新営工事の場合は工事毎にこの設定が必要！

② 新営工事の場合
『鉄筋』、『コンクリート』の『率対象』が『○』の場合、『諸経費』『率を乗じない』に設定し、『空欄』にする。

③ ソートの解除
『標準単価ファイル』 『すべて』を選択する。
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① 『労材』で 『材料』を選択する。

６．標準単価の『労材』区分 『材料』の『率対象』をチェックする

② 『率対象』が『○』の場合

標準単価で提供する『材料』価格には、
専門工事業者等の諸経費が含まれている。
設定しなければ初期値は『○』（誤り）のため、
工事毎にこの設定が必要！

①

②

③ 対象セルにて右クリック 『諸経費』→『率を乗じない』に設定し、『空欄』にする。

③
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７．共通仮設 積上げに計上する 『揚重機械器具費』の『率対象』をチェックする

① 『内訳書』の『共通仮設積み上げ等』で計上している『楊重機械器具費』をダブルクリックする。

② 『率対象』が『○』の場合、
『諸経費』『率を乗じない』に設定し、『空欄』にする。

①

②
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①『設定』メニューをクリックし『代価表の単価構成内容の数量・乗率・補正率を一括で変更』選択する。

８． 『諸経費(労)』 『諸経費(労以外)』の『乗率』を設定する

②『諸経費の率(２)』を選択する。

①

②
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③『名称』列にて『諸経費の率(労)』『諸経費の率(労以外)』いずれかにフィルタリングし、
④画面上部の『乗率』入力欄へ数値を入力する。
⑤画面右下の『更新』を選択し更新する。 ④

③

③

⑤

『名称』列に『諸経費
(他)』がある場合
代価表内訳の設定に誤
りがあります。『諸経費
(他)』でフィルタリングし、
該当の代価表内訳の設
定を適正に修正ください。
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※設計変更内訳で、請負費率の行を挿入していると、 この機能は使えない
※設計変更・出来高設計には非対応

手順４．工事内訳明細書 （その他）のページの印刷方法

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第十二条及び第十三条関連対応。
(必要に応じて、材料費(材料、消耗材料費等)、労務費等の金額を記載する。ただし、区分が困難なものについては、材料費
又は労務費以外の項目として1式の金額を記載することができる。)」

① [ツール] → [材料、消耗材料費等と労務費等の内訳] を選択

②

②プレビューを選択

③

③ 印刷
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材料費、労務費の計算根拠の確認機能（出力された Excelの材料費、労務費の計を集計）
[ツール] → [材料、消耗材料費等と労務費等の内訳] を選択

手順４．工事内訳明細書 （その他）のページの印刷方法（計算根拠の確認）

① [ツール] → [材料、消耗材料費等と労務費等の内訳] を選択

②

②「材料費、労務費の計算根拠」を選択
内訳書ファイルと同じフォルダに自動でファイルが作成される。
※共有フォルダに保存しているの場合、書き出し出来ない場合がある。
その場合は、内訳書ファイルをPC本体へ複写の上操作する。
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